
１．は じ め に

　日本企業に限ることなく，世界中の企業において海外事業展開は加速化

し，その立地選択は常に変遷し広範囲にわたっている。多国籍企業として

の日本企業を見てみると，かつてはアジア近隣諸国でのコストダウンを目

指した海外進出，経済問題に絡んだ欧米諸国での現地生産など，様々な目

的や事情に応じ，世界中，数多くの国で関連事業の経営を行ってきた。

　このような事業の国際展開は，実際の企業において，コントロール・シ

ステムとしての管理会計の業績評価会計にも多くの課題を投げかけること

になる。管理会計は経営管理のための会計として，海外での事業の経営管

理システムとして，常に期待されながら，それに関する課題を負担するこ

とになる。このため，本稿では，海外事業展開の動向を加味して，いかな

るコントロール・システムとしての業績評価会計の調査が必要となるかに
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ついて考察を加えることとしたい。とりわけ，このことに関して，海外事

業として，子会社を中心に，過去，アンケート調査やインタビュー調査な

ど，企業の実務調査による検討が行われている。このような過去の実務の

分析を念頭において，これから将来も続くと考えられる海外事業展開での

業績評価のためのコントロール・システムについて，今後の実務調査に際

しては，どのような分析の視点が必要となるか考察を加えることとした

い。

２．海外事業組織の分類とコントロール

　近年，企業のグループ経営の展開は加速化している。本社の所在国を中

心としながら，多くの海外諸国，地域で事業経営を行うことは一般的にな

っている。このことは世界的に有名な大企業に限ったことではなく，ごく

身近に存在する中小企業であっても海外進出は一般的な経営行動の１つと

なっている。これについては，「空洞化」として指摘されることがあるも

のの，他の先進諸国の企業経営でも明らかなように，産業や企業の発展プ

ロセスの中で，競争優位の獲得のためには，不可避な１つの経営現象と考

えることができる。

　このような企業の海外展開については様々な組織形態をとって行うこと

が可能である。本節では，そのような組織形態の中で，最も一般的な海外

事業としての子会社コントロールを対象とするが，そのときの組織形態を

示すと以下のようになる。

①　完全子会社

　このタイプの子会社では，親会社の絶対的な支配力のもと，企業目

的に応じて，親会社のコントロールを支配的に強く働かせることので

きる組織である。この子会社は人的，資金的に親会社に大きく依存す
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ることになるため，その経営には親会社の意向が強く反映される。親

会社は自社グループの成長のため，この子会社に特定の役割を果たす

ことを強く要求できることとなる。

②　国際合弁企業

　これは完全子会社としない場合の１つの組織形態で，多国間あるい

は国際競争の場で競争する際の１つの方法である。すなわち，これは

組織間ネットワークとして戦略的手段と考えられるもので，増大する

競争的，技術的チャレンジに取り組む効果的な方法と考えられる 1）。

事業経営を行う現地国によっては，政治的・経済的理由あるいは現地

の法律などにより，親会社の完全支配による経営である完全子会社の

実施が難しい，あるいは不可能な場合がある。このような国への参入

の場合，現地の何らかの経営主体と共同して事業を行うことが必要に

なることがあり，実際に採用されている，非常に重要な組織形態であ

る。

　このように，企業経営コントロールの検討に際し，コントロール対象た

る１つの経営主体としては，合弁企業か完全子会社として検討することが

できる。この国際的な合弁企業（International Joint Ventures :  IJVs）の業績評

価については完全子会社以上にコントロールが難しいこともあってか，か

つて国際経営学研究の蓄積が行われた。ここで，これに基づき現代にも共

通するコントロール，すなわち業績評価の方向性を検討することとした

い。

　このコントロール問題に関する伝統的な研究の１つである Geringer and 

Hebertによれば 2），合弁企業のコントロールの問題については，次の３点

1）　Geringer and Hebert (1989) pp. 235-236.
2）　Geringer and Hebert (1989) p. 241.
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での検討が可能であることを指摘している。

①　コントロールの焦点。これは親会社にコントロールされる子会社の

業務の範囲である。

②　コントロールの範囲。これはコントロールの程度である。

③　親会社によるコントロール実行のためのメカニズム。

　このうち，③のコントロールのメカニズムについては，非公式なコント

ロール・メカニズム，公式なコントロール・メカニズム，計画設定や意思

決定のプロセスの影響を及ぼすプロセス志向のメカニズムがあるとしてい

る。このように，資本関係による強弱の差によって，様々な形でのコント

ロールが実施され，合弁会社は企業目標達成に向けて行動するように動機

づけられることになると考えられる。しかし，このコントロールの仕組み

について，それは完全子会社であっても３つを同じように検討することに

なる。よって，このコントロール・メカニズムについては，実践的な調査

を行うことを念頭に置けば，上記のように，コントロール対象とする子会

社業務範囲，その程度，さらにはそのための仕組みの調査，検討が完全子

会社でも必要であることが確認できる。実際の管理会計により，コントロ

ールするべき業務範囲やその実行のメカニズムについて明らかにすること

が必要であろう。

　ここまで，公式な組織形態の分類に基づくコントロール・システムにつ

いて検討したが，単純に，資本関係という切口によって，自由自在に，す

べての子会社を同じように経営のすべての面でコントロールすることがで

きるものではない。

　国際的に分散する子会社企業を見れば明らかなように，実に多種多様な

子会社企業が存在し，グローバルなネットワークを構築し，企業グループ
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という全体のために１つの部品のごとく機能している。このことから明ら

かになるように，また資本関係とは別の視点から子会社を検討することが

可能である。このことについては，すでに別稿で検討したが，企業実務を

俯瞰するには次のような分類も可能である 3）。

①　アウトポスト型子会社

　この子会社はナレッジやスキルなどの獲得を目指す在外工場，国内

中心的だった企業の先駆け的な在外子会社，高度多国籍企業の設立後

間もない前哨部隊となる子会社であり，本社からの調整は低い企業で

ある。

②　インプリメンター子会社

　これは，本社との高度な調整を通じ，本社の決定により業務遂行を

行う実行部隊となる子会社である。たとえば，本社のみに販売し，他

社に対しては販売しないような完全な生産子会社もこれに属する。

③　ローカル型子会社

　この子会社は，ヒトやモノなど国際的な経営資源の分散度が高く，

現地適応性が極めて重要な子会社である。このような子会社は，経営

資源の分散度の高さもあり，本社が直接介入しての調整は困難で，現

地での経験の蓄積を通じた経営上の対処が有効となる。

④　グローバル型子会社

　これは，経営資源が海外に広く分散した事業部門に属し，国際的に

分散した子会社間で高度な調整を行っているタイプの子会社である。

この子会社では，国際的な経営資源の分散度が高いにもかかわらず，

頻繁に本社との調整が行われることから，様々な調整メカニズムを工

3）　茂垣広志（2001）185-186頁。
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夫することが必要となる。

　この４分類は実際の子会社の分析や検討のためには貴重な視点である。

というのは海外子会社は前のような資本関係での関連のみでコントロール

のされ方が決定されるとは考えられないからである。その点で，子会社が

現状で，より一層，国際的な情勢への対応が必要となっていることから，

子会社のコントロールを検討するにはそれぞれの戦略特性に応じて分類す

ることが必要である。そして，その分類に応じて検討することで，子会社

にとって適用されるコントロール・システムの実像も明らかになると考え

ることができる。したがって，このような実践的な現代的課題として，海

外事業である子会社のコントロール・システムを検討すると，戦略的な分

類を考慮して業績評価などが行われることになると想定することが必要と

なるであろう。管理会計では，資本関係のようなコントロールに影響を及

ぼす要素の検討に加え，さらには，より具体的なコントロールのための仕

組みや道具である業績測定に関する検討が不可欠である。このことは，以

前から強調されるのみならず，実際に企業調査などでも明らかなように，

日々，様々な業績測定が行われていることは紛れもない事実である。

　伝統的に，管理会計の業績評価の対象となる組織単位として，業績評価

会計において，必ずといってよいほど次の４つが列挙される。

①　コスト・センター

②　レベニュー・センター

③　プロフィット・センター

④　インベストメント・センター

　この４つそれぞれについて，権限や管理可能性などの観点から具体的な
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業績測定尺度が提示されることとなっている。このとき，それぞれの責任

センターは必ずしも組織形態が決まっているわけではない。たとえば，コ

スト・センターについて，ある企業は工場をコスト・センターとすること

もあれば，工場の中の部門をコスト・センターとして評価することもでき

る。事業部はプロフィット・センターとなっていることもあれば，インベ

ストメント・センターになっていることもある。このように，コントロー

ルする業績評価対象先の組織を決定するのは重要問題である。

　前の通り，海外事業でのコントロール対象を大きく捉えると，それは単

体企業の子会社である。この場合，最も単純には財務諸表が最終成果とな

る。もちろん，これのみをコントロールするように焦点を合わせた現地完

全委任は可能である。しかし，近年，多国籍企業の海外子会社は海外経営

展開の急加速に伴い，次第に拡大する傾向にある。さらに，情報システム

も益々大量のデータ処理と，一方で処理時間短縮が可能な状況になってい

る。また，以前からの現地出資比率を下げる，あるいは，完全子会社での

進出も目立つ状況となっている。このような中で，現地子会社という大き

な範囲でのコントロールではなくなり，全社戦略を背景とすると，もっと

小さい範囲でのコントロールが指摘される。すなわち，前述の子会社分類

のごとく，工場単位で分類するというコントロールの検討も可能である。

このような先行研究として，すでに工場単位での戦略的なコントロールが

指摘されている。たとえば，Ferdowsによれば，企業実務に関する調査結

果として，次の６つの戦略的な工場が配置されていることを指摘してい

る 4）。

4）　Ferdows (1997) p. 76.
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①　オフショア工場

　この工場は，低コストで，その後，加工・販売する特定部品製造の

ために設置される工場である。ここでは投資権限は製造に関しての最

低限に限られている。

②　ソース工場

　この工場は，低コスト製造のために設置されるが，戦略的な役割が

オフショア工場よりも大きい。これは調達，生産計画，流通，製品カ

スタマイズ，デザインなどの権限が付与されている。この工場は，製

造コストが比較的低く，インフラ整備が進み，有能な従業員を雇用で

きる場所に設置される。

③　サーバー工場

　この工場は，関税障壁，節税，流通コスト削減，為替変動対処など

のため，特定の国や地域の市場での供給を目指している。限定的では

あるが，これはオフショア工場より大きな権限があり，それは製品や

生産方法の変更にまで及ぶ。

④　コントリビューター工場

　この工場も特定の国や地域の市場での供給を行うが，その権限が，

製品や生産方法のエンジニアリングに及ぶ。これは，新たな生産技術

やコンピュータ・システム，製品の試験場所として本国の工場と競合

する。

⑤　アウトポスト工場

　この工場は，情報収集が目的であり，先端的なサプライヤー，競合

相手，研究所，顧客が存在する場所に設置される。

⑥　リード工場

　この工場は，全社向けに，新規の製造方法，製品，技術を生み出

す。これは本社にデータ提供するためだけではなく，有用な製品や製
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造方法へと結びつく知識へと変換するために，現地のスキルや技術的

資源を吸収する。現地の責任者は，サプライヤーの選択のみならず，

サプライヤーとの共同開発も行う。

　このように，それぞれの工場には，相当明確な戦略的な役割が配置され

て，その意思決定権限の範囲も異なっている。実際の企業においては，こ

のようなそれぞれの戦略な役割や意思決定権限などによって，それぞれ工

場の業績評価というコントロールの行われ方は異なり，管理会計的な業績

評価尺度も異なるであろう。たとえば，当然ながら，オフショア工場の場

合，最良のコントロールのための業績評価尺度はコストであり，責任会計

におけるコスト・センターと同様の扱いがなされることになるであろう。

　本節では，コントロールの仕組みである管理会計を検討するために，経

営学分野での組織単位，さらには管理会計での組織単位のそれぞれについ

て確認を行った。次に，現状での企業実務調査の実際例とその課題を検討

したい。

３．海外子会社コントロール・システム調査の実際

　本節では，コントロール・システムに関する先行研究として，筆者も調

査に加わった Jaussaud and Schaaperの調査研究 5）について示し，企業実

務の今後の解明のために，どのような調査の方向性が必要となるかの検討

の契機としたい。この研究によれば，ヨーロッパと日本の多国籍企業につ

いて，それらの在中国子会社のコントロールのメカニズムを解明するた

め，アンケート調査結果について分析を行っている。そこでは，コントロ

ールのメカニズムを明らかにするために，次の４つの大きな項目について

5）　Jaussaud and Schaaper (2006) pp. 23-45.
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実務への質問を行っている。

①　契約的なコントロール（出資比率，派遣社員の割合）

②　本社からの人的資源によるコントロール（子会社への管理職派遣，短

期での子会社派遣）

③　組織構造によるコントロール（公式化，ジョブ・ディスクリプション，

文書報告，取締役会，知識移転）

④　教育訓練と社会によるコントロール（親会社所在国での教育訓練，子

会社所在国での教育訓練）

　このような質問項目により，完全子会社や国際合弁企業のコントロール

の仕組みを明らかにしようとしている。この結果，親会社は子会社に派遣

社員や予算をベースとした会計報告により，子会社全体をコントロールし

ようとしているものとして調査結果を示している。また，日本企業は在中

国子会社コントロールにおいて，公式な方法や人的資源活用が非常に顕著

な差があるものと認識されている。たとえば，取締役会の活用，業務の明

確化があるとされる。さらに，日本企業は日本からの派遣社員の活用が目

立つことなどが明らかになった。これに関して，会計的な経営管理につい

ては明確な差異は見いだせていない。というのは，子会社のコントロール

として，財務諸表や予算という一般的な問い合わせのため，子会社という

括りでの業績コントロールにとどまることになる。基本的には表１の項目

での調査が一例である。中村博之，山下正毅，ジャック・ジョソー，ジャ

ン・シャペ（2005）の調査では，表１のように文書報告としてのコントロ

ール・システムについて，調査結果が得られた。この調査は，在中国日本

企業子会社1,000社にアンケート調査票を郵送し，回収した結果である。

　表１の過去の調査結果が存在するものの，経営管理というコントロール
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は，たとえば，部門や個人に至るまで存在する，組織網羅的な管理システ

ムである。次節では，このような細分化したコントロールの調査について

検討したい。

４．海外事業コントロールの実務調査の意義と課題

　前述の通り，経営学の研究から，海外事業の運営にあたっては，子会社

や工場であってもそれぞれ戦略的な配置が確認できることが指摘されてい

る。現在，子会社企業の拡大に伴い，子会社の配下にある工場も規模，地

域とも拡大傾向にある。このことから，子会社全体の役割もさることなが

ら，工場単位での戦略的な役割を明確化することも重要である。このよう

に，たとえば，工場レベルでの役割が明確になれば，それに応じての業績

評価尺度が設定されることになる。これを詳細なコントロール・システム

表１　在中国子会社企業の計算書類・報告書作成状況

計算書類等の作成状況（回答153社） 作成する 作成しない

貸借対照表 151社 （98.7％） 2社 （1.3％）

予定貸借対照表 76社 （49.7％） 77社 （50.3％）

損益計算書 153社 （100％） 0社 （0.0％）

予定損益計算書 108社 （70.6％） 45社 （29.4％）

資金計算書 137社 （89.5％） 16社 （10.5％）

予定資金計算書 103社 （67.3％） 50社 （32.7％）

連結財務諸表 78社 （51.0％） 75社 （49.0％）

予定連結財務諸表 37社 （24.2％） 116社 （75.8％）

設備投資予算 124社 （81.0％） 29社 （19.0％）

営業状況に関する報告書 115社 （75.2％） 38社 （24.8％）

社員の処遇に関する報告書 71社 （46.4％） 82社 （53.6％）
出所 ：中村博之，山下正毅，ジャック・ジョソー，ジャン・シャペ（2005）の調査デ

ータから筆者作成
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として調査する場合には，それぞれの工場について，責任センター的に実

務調査が必要になる。

　このためには，Geringer and Hebertのように，管理会計的なコントロ

ール・システムについての検討のため，次のより詳細な調査項目設定が必

要になるであろう。

①　経営戦略と組織区分

　全社戦略と関連して，業績評価対象が子会社全体，さらには工場な

どの部分になるか。

②　業績評価の期間設定

　責任センターの業績評価について，短期のみならず，戦略的な長期

的評価を考慮するか。

③　業績評価指標の設定

　コストから利益に関する業績評価尺度に何を利用するか。さらに

は，金額以外の非財務業績評価指標を用いるか。

　企業経営における，一層のグローバル展開が必至な現状では，本社の積

極的かつ戦略的なコントロールがありながら，グローバルなネットワーク

として，グローバル経営を展開することが必要になる。そのとき，２節の

ごとく，工場でも研究開発から流通までを考慮しての経営となり，このこ

とで，単純な調査での経営実態解明は困難となる。さらには，単に親会社

所在国や業種での特長も見出しにくくなるであろう。今後は，大規模調査

を目指すこととするが，本稿で明らかになった点を考慮してのグローバル

な経営の実態を描出できるように，企業実務調査を実施することを目指し

たい。
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５．む　す　び

　本稿は，益々複雑化・高度化するグローバル企業のコントロール・シス

テムについて，管理会計として，今後どのような調査を行うことが必要に

なるかを明らかにすることを目指した。比較的研究の蓄積がある経営学，

国際経営の分野からは，調査のための様々な示唆を得ることができる。さ

らに，管理会計は責任センターとして業績評価対象となる組織単位を検討

し，国際的な子会社組織について，その管理可能性や権限範囲など，管理

の状況に応じて業績評価尺度が決定されていくことになる。

　さらに，海外事業や組織のコントロール・システムについては，組織規

模の拡大に伴い，それは複数の工場から構成されることも多くなってい

る。実際，アジア諸国などでは，子会社が複数工場を保有する。その際に

は，それら複数工場を戦略的に配置し，製造・販売のネットワークとして

の運営が必要になる。そのような場合，コントロール・システムは工場に

焦点を合わせ，本社も工場の管理会計情報を重視しながらの調整が行われ

る。このことに注目すると，今後は，企業の実際のコントロール・システ

ムの調査において，既存研究のような概要調査ではなく，詳細さを増すこ

とが必要になる。本稿では，これらについていくつか具体的に検討した。

　残念ながら，本稿は今後行うべき，子会社に代表される海外事業のコン

トロール・システムの調査の方向性の示唆に終わった。これを実際の調査

項目として具体化することが次の必須の課題である。当然ながら，それを

日本企業の海外事業の関連組織に送付することで，コントロール・システ

ムの実像を提示することが最終的な課題である。これらの課題解決につい

ては他日を期したい。

　付記　本稿は科学研究費助成事業（基盤研究（C））の研究成果の一部である。
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